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消費税管理資料の仕組と消費税計算 

＜ 勘定奉行 21 シリーズ ＞ 

概 要 

この資料は、勘定奉行シリーズの「消費税管理資料」メニューにおいて、特にお問い合わせの多い、

以下の２点について説明します。 

 

■ 消費税申告書の「消費税」金額と、合計残高試算表[税抜]の「仮受消費税」金額が合わない 

■ 消費税申告書・添付資料の「付表」の各項目は、どのように集計されているのか。 
 

・ 原則課税（付表２）の場合        5 ページ 

・ 簡易課税（付表５）の場合         9 ページ 

・ 旧税率（3％）の取引を含む場合   12 ページ 

・ 還付申告の場合            19 ページ 

・ 中間申告について           22 ページ 
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消費税申告書の「消費税」金額と、合計残高試算表[税抜]の「仮受消費税」金額が

合わない 

勘定奉行では、仕訳伝票を登録するだけで、自動的に「合計残高試算表」「消費税申告書」を作成

します。 

売上や仕入に関する伝票を入力し、仮受消費税と仮払消費税が自動計算されるため、この両者の

金額は、一致しているものと誤解を招くことがあります。 

もっとも多いものとしては、消費税申告書の「消費税」金額と、合計残高試算表の「仮受消費税」金

額が合わないというものがあります。 

しかし、これらの管理資料には、根本的な違いがあるのです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

その結果、合計残高試算表の「仮受消費税」金額と、消費税申告書の「消費税額」が一致すること

はありません。 

 

 

 

 

● 合計残高試算表 会計上の計算に基づき、集計されます。 
登録された仕訳伝票について、科目ごとに金額を足していきま

す。 

● 消費税申告書 消費税法上の計算に基づき、集計されます。 
登録された仕訳伝票について、税区分ごとに足していき、そこ

から「課税標準額」等を求めます。 

・・・ 

・・・ 

消費税の申告・納税は、消費税法上より計算された「消費税申告書」を提出します。 
会計上の処理では、「未払消費税」勘定には、実際納付した「納付税額」の金額を登録します。 

帳簿上の仮受消費税と仮払消費税の差し引きされた金額と、納付税額の誤差は、「雑損失」ま

たは「雑収入」を使って処理します。

【合計残高試算表】 【消費税申告書】 

消費税額 仮受消費税 ≠ 

税区分で集計したものから、本体価格分を計算しま

す。その結果の 1,000 円未満は切り捨てし「課税標準

額」を求めます。 

さらに、課税標準額の 4%分が消費税申告書の消費

税額となります。

税区分７（一般売上） 
etc.売上に関する税区分 

100

105
× 

仕訳伝票上から自動計算され

た仮受消費税の合計金額 

 
※会計上（簿記上）の計算方法 
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【 例 】 （勘定奉行の画面で見ると…） 

 

（合計残高試算表）

 

（消費税申告書）

 

会計上の計算は、単

純に、仕訳伝票上か

ら 自 動 計 算 さ れ た

「仮受消費税」勘定

の合計金額 

消費税法上の計算

は 、 税 区 分 で 集 計

し、100／105 で課税

標準額を求めてから

その 4%になります。 
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消費税申告書・添付資料の「付表」の各項目は、どのように集計されているのか 

１．実務での税額計算と申告書の書き方 

一般的に実務では、下図の流れで消費税申告書の作成を行います。 

 

 

 

 

 

控除対象仕入税額の計算の違いにより、原則計算による申告は「一般用」、簡易課税による申

告は「簡易用」と分けられ、付表の形式も異なります。 

また、旧税率（3%）の税区分を使用した取引が存在する場合には、旧税率計算用の付表を提出

する必要があります。 

どの計算方法でも、一般的には付表から作成し、その結果を申告書の適所に転記します。 

 

次に、上記流れを勘定奉行の集計でイメージすると、以下のようになります。 

原則課税 

 

 

 

 

 

簡易課税

 
控除対象仕入税額の計算 

付表の作成 
消費税及び地方消費税

申告書の作成

仕
訳
処
理

税
区
分
別
明
細
表

消
費
税
計
算
書

付
表
５

消
費
税
申
告
書

集計結果を追跡するには、矢印を反対にメニューをさかのぼることで、内訳の内容を確認

できます。 

仕
訳
処
理

税
区
分
別
明
細
表 

付
表
２

消
費
税
申
告
書 

課
税
売
上
割
合
計
算
書 

消
費
税
計
算
書
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【 例 】 （原則課税による計算） 

【付表 2】の金額を追跡すると、以下のようになります。 

 
 

上記図のように、売上に関する計算結果は、「課税売上割合計算書」から転記されます。 

仕入に関する計算結果は、「消費税計算書」から転記されます。 

次に、転記する基になるこれらの内訳の計算書は、どのようにして成り立っているのかを確認し

ましょう。

 [書面申告] メニュー 

仕
入
に
関
す
る
計
算

➎ 

➏ 

➊ 

➋ 

➌ 

➍ 

申告書の⑮へ転記 

申告書の⑯へ転記 

申告書の④へ転記

申告書の③へ転記

申告書の③へ転記 

課税売上割合計算書➊

課税売上割合計算書➋

課税売上割合計算書➍

消費税計算書➎ 

消費税計算書➏

課税売上割合計算書➌

[付表 2]の ➊～➍ は課税売上割

合計算書から、➎・➏は、消費税計

算書から転記されています。 

    は、計算結果を消費税申告書

へ転記します。 

売
上
に
関
す
る
計
算
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付表２の売上に関する計算は、[課税売上割合計算書]から追跡します。 

【課税売上割合計算書】 

 

 

 

次に、転記する基になる【税区分別明細表】は、どのようにして成り立っているのかを確認しま

す。 

 Ａ ～ Ｄ まで、税区分ごとに集計されています。 

よって、条件の指定方法も、税区分ごとに行います。次のように指定します。 

【税区分別明細表】 

税区分「7.一般売上」で集計した場合（ A の例） 

 

➍ 

[消費税管理資料] 

[課税売上割合計算書] メニュー 

➋ 

➌ 

➊ 付表の➊へ転記 

付表の➋へ転記 

付表の➌へ転記 

付表の➍へ転記 

Ａ 

Ｂ 

税区分別明細表Ａ 

税区分別明細表Ｂ 

税区分別明細表Ｃ Ｃ 

Ｄ 税区分別明細表Ｄ 

Ａ～Ｄは、税区分別明細表の集計結果

から転記されています。 
     は、計算結果を付表２へ転記し

ます。 

 Ａ の場合、税区分「７.一般売上」を指定します。 

 B の場合、税区「８.一般売上の返還等」を指定します。 

 C の場合、税区分「15.免税売上」を指定します。 

 Ｄ の場合、税区分「16.非課税売上」を指定します。 

[消費税管理資料] 

[税区分別明細表] メニュー 

Ａ 

税区分「７.一般売上」で登録されている

仕訳伝票のみを集計しています。 

勘定科目は関係ありません。 

ここで計算された「税抜金額」「仮受金

額」が、課税売上割合計算書に転記さ

れます。 

 B 、 C 、 D も同様です。 



 
7/22

次に、付表２の仕入に関する計算は、[消費税計算書]から追跡します。 

【消費税計算書】 

 

消費税計算書に関する計算についても、転記される内容は、同様で税区分明細表の条件ダイアログに

て、税区分「1」「3」「2」で集計した結果になります。 

 

以上の内訳となる資料を基に、消費税申告書が成り立っています。 

消費税申告書側から見ると、次のような構成になります。 

 

[消費税管理資料] 

[消費税計算書] メニュー 

➎ 付表の➎へ転記 

➏ 付表の➏へ転記 

税区分別明細表 E E 

E 

付表２の④から転記

付表２の⑦から転記 

消費税計算書から転記

消費税計算書から転記

消費税計算書から転記

付表２の から転記 

付表２の⑳から転記

ここまで追跡すると、どの 

ような税区分で仕訳を 

登録したかが明確になり 

ます。 

金額が合わないなどの 

場合は、ここで明細を 

１つずつチェックし、 

間違っている明細を 

仕訳処理で修正します。 
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付表２以外から転記される申告書の内訳は、【消費税計算書】から転記されます。 

【消費税計算書】 

 
： 

 
： 

 
： 

 
 

[消費税管理資料] 

[消費税計算書] メニュー 

申告書の①へ転記 

申告書の②へ転記 

申告書の⑤へ転記 

消費税計算書には、申告

書に反映すべき番号が記

されています。 

よって対応した番号の箇所

へ転記されます。 
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【 例 】 （簡易課税による計算） 

付表５の金額は、原則課税と異なり、控除対象仕入税額の計算のみになります。 

なぜなら、簡易課税の計算方法は、実際の仕入額は考慮せず、売上にかかる消費税額から簡

易的に仕入にかかる消費税額を算出する計算方法だからです。 

[付表５]の金額を追跡すると、以下のようになります。 

 

 [書面申告] メニュー 

➊ 

➎ 

上記の例では、1 種類の事業で、もっとも原則的な計算方法の例を示しますが、簡易課税の

場合、複数事業を営んでいたり、その計算方法にも原則的な計算や特例計算があるため、

採用する方法に応じて、付表 5 の内容に計算過程を記述する必要があります。 

申告書の④へ転記

消費税計算書➊ 

消費税計算書➎ 

売
上
に
関
す
る
計
算

仕
入
に
関
す
る
計
算
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【消費税計算書】 

 
： 

 
： 

 
： 

 
 

次に、転記する基になる【税区分別明細表】は、どのようにして成り立っているのかを確認しま

す。 

 Ａ ・ B とも、事業区分ごとの税区分ごとに集計されています。 

よって、条件の指定方法も税区分ごとに行います。次のように指定します。 
 

 

申告書の⑤へ転記 ➎ 

[消費税管理資料] 

[消費税計算書] メニュー 

申告書の①へ転記 

申告書の②へ転記 
➊ 
➋ 

A 

B 

[消費税管理資料] 

[税区分別明細表] メニュー 

 Ａ の場合、税区分「７.一般売上」を指定し、

事業区分は「卸売業」を指定します。 

 B の場合、税区分「８.一般売上の返還等」

を指定し、事業区分は「卸売業」を指定 

します。 

複数の事業を営んでいる場合には、事業区

分を指定することで、消費税計算書の金額

がそのまま確認できます。 

税区分別明細表 A 

税区分別明細表 B
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税区分「7.一般売上」事業区分「卸売業」で集計した場合（ A の例） 

 

 

以上の内訳となる資料を基に、消費税申告書が成り立っています。 

消費税申告側から見ると、次のような構成になります。 

 

消費税計算書から転記

消費税計算書から転記

付表５の⑤から転記

消費税計算書から転記

ここまで追跡すると、どのような

税区分・事業区分で仕訳を登

録したかが明確になります。 

金額が合わないなどの場合

は、ここで明細を１つずつチェッ

クし、間違っている明細を仕訳

処理で修正します。 
A 
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【 例 】 （旧税率の取引を含む仕訳がある場合の計算） 

次に、旧税率の取引を含む仕訳がある場合、付表の計算はどのようになるか説明します。 

まず、旧税率を含む場合、旧税（3%）と新税（5%）をそれぞれ分けて計算し、それを記載した計算

表（付表）を提出する必要があります。 

図に示すと、提出すべき資料と消費税計算の関係は、以下の通りです。 
 

 申告書 付表 1 付表 2
付表 

2-(2) 
付表 4 付表 5 

付表 

5-(2) 

リースなど、旧税率(3%)の税区分を

使用した伝票あり 
○ ○  ○    

原

則

課

税 
旧税率(3%)の税区分を使用した伝

票なし 
○  ○     

リースなど、旧税率(3%)の税区分を

使用した伝票あり 
○    ○  ○ 

簡

易

課

税 
旧税率(3%)の税区分を使用した伝

票なし 
○     ○  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

旧税（3%）を含む、原則課税の「付表 1」・「付表 2-2」の作成手順は、以下のようになります。 

◆ 付表 1 と、付表 2-(2)はセットです。原則課税で、旧税率を含む場合に提出します。 

◆ 付表 4 と、付表 5-(2)はセットです。簡易課税で、旧税率を含む場合に提出します。 

勘定奉行では、登録された仕訳伝票から、印刷可能な「付表」を自動的に判別します。 

したがって、提出に関係ある付表のみ、選択できるようになっています。 

 

簡易課税であり、旧税（3%）

の取引を含んでいる場合

は、このようになります。 

仕
訳
処
理

税
区
分
別
明
細
表

課
税
売
上
割
合
計
算
書 

消
費
税
計
算
書 

付
表
１
・
２
―(

２)

消
費
税
申
告
書

仕
訳
処
理 

税
区
分
別
明
細
表 

消
費
税
計
算
書 

付
表
４
・
５
―(

２) 

消
費
税
申
告
書 

原
則
課
税 

簡
易
課
税 
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【 例 】 （旧税率（3%）を含む、原則課税による計算） 

【付表 1】 

 

 

付表１「旧・新税率別、消費税額計算表」の名前からも分かるように、旧税率（3%）の取引が含ま

れると、新税率（5%）と分けて記載する必要があります。 

課税標準額、消費税額、控除税額はというキーワードはすべて、消費税計算書から計算され転

記されています。 

旧税率（3%）と新税率（5%）の、それぞれ計算した結果をまとめてから、消費税申告書へ転記し

ます。 

 

申告書の①へ転記

申告書の②へ転記

➍ 

➌ 

申告書の⑥へ転記

申告書の③へ転記

➊ 

➋ 

申告書の④へ転記

申告書の⑤へ転記

申告書の⑦へ転記

申告書⑧⑨へ転記

➎ 

 [書面申告] メニュー 
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【消費税計算書】 

 

税区分「27.売上の旧税分」で集計した場合（ B の場合） 

 

 

 

[消費税管理資料] 

[消費税計算書] メニュー 

B 

ここまで追跡すると、どの

ような税区分で仕訳を登

録したかが明確になりま

す。 

金額が合わないなどの

場合は、ここで明細を１

つずつチェックし、間違っ

ている明細を仕訳処理で

修正します。 

 Ａ の場合、税区分「７.一般売上」を指定します。 

 B の場合、税区分「27.売上の旧税分」を指定しま

す。 

 C の場合、税区分「8.一般売上の返還等」を指定

します。 

C 

A 

「課税標準額」は、必

ず消費税計算書から

計算されます。 

付表の➊へ転記 ➊ 

➋ 付表の➋へ転記 

➌ 

➍ 

B 

➎ 

付表の➌へ転記 

付表の➍へ転記 

付表の➎へ転記 

税区分別明細表 A 

税区分別明細表 B 

税区分別明細表 C 

[消費税管理資料] 

[税区分別明細表] メニュー 
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次に、[付表 2-(2)]の金額を追跡すると、以下のようになります。 

【付表 2-(2)】 

 
 

上記図のように、売上に関する計算結果は、「課税売上割合計算書」から転記されます。 

仕入に関する計算結果は、「消費税計算書」から転記されます。 

次に、転記する基になるこれらの内訳の計算書は、どのようにして成り立っているのかを確認し

ましょう。 

 [書面申告] メニュー 

仕
入
に
関
す
る
計
算 

➏ 
➐ 

➊ ➋ 

➌ 

➎ 

申告書の⑮へ転記 

申告書の⑯へ転記 

付表１へ転記

付表１へ転記

付表１へ転記 

課税売上割合計算書 

課税売上割合計算書 

消費税計算書 

消費税計算書 

課税売上割合計算書 

付表 2-(2)の ➊～➍ は課税売上割

合計算書から、➎～➑は、消費税計

算書から転記されています。 

売
上
に
関
す
る
計
算

➑ 

➍ 

旧税率を分けて記載する必要があるため、旧税率用の列がありますが、基本的にそれ以外は、

通常の付表２と同じ集計になります。 
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【課税売上割合計算書】 

 

 

税区分「27.売上の旧税分」で集計した場合（ C の場合） 

 

 

 

[消費税管理資料] 

[課税売上割合計算書] メニュー 

C 

ここまで追跡すると、どの

ような税区分で仕訳を登

録したかが明確になりま

す。 

金額が合わないなどの

場合は、ここで明細を１

つずつチェックし、間違っ

ている明細を仕訳処理で

修正します。 

 Ａ の場合、税区分「７.一般売上」を指定します。 

 B の場合、税区分「8.一般売上の返還等」を指定しま

す。 

 C の場合、税区分「27.売上の旧税分」を指定しま

す。 

 D の場合、税区分「15.免税売上」を指定します。 

 E の場合、税区分「16.非課税売上」を指定します。 

➊ 

➋ 

➌ 

➍ 

A 

付表 2-(2)の➋へ転記 

付表 2-(2)の➌へ転記 

付表 2-(2)の➊へ転記 

付表 2-(2)の➍へ転記 

B 

C 

D 

E 

税区分別明細表 A 

税区分別明細表 B 

税区分別明細表 C 

税区分別明細表 D 

税区分別明細表 E 

[消費税管理資料] 

[税区分別明細表] メニュー 
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付表 2-(2)についても付表２と同様に、仕入に関する部分は、消費税計算書から転記されます。 

【消費税計算書】 

 
 

税区分「21.課税売上分仕入の旧税分」で集計した場合（ G の場合） 

 

 

 

➏ 

➎ 
➐ 

➑ 

F 

付表 2-(2)の➏へ転記 

付表 2-(2)の➎へ転記 

付表 2-(2)の➑へ転記 

付表 2-(2)の➐へ転記 

G 

税区分別明細表 F

税区分別明細表 G 

ここまで追跡すると、どの

ような税区分で仕訳を登

録したかが明確になりま

す。 

金額が合わないなどの

場合は、ここで明細を１

つずつチェックし、間違っ

ている明細を仕訳処理で

修正します。 

 F の場合、税区分「１.課税売上分一般仕入」を指定し

ます。 

 G の場合、税区分「21.課税売上分仕入の旧税分」を

指定します。 

[消費税管理資料] 

[消費税計算書] メニュー 

[消費税管理資料] 

[税区分別明細表] メニュー 

G 
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以上の結果から、旧税率（3%）の取引を含む場合の、原則課税での消費税申告書は次のように

なります。 

【消費税申告書】 

 
 

 

 

 

 

 

簡易課税を採用している場合 

旧税率の取引を含む場合は、付表 4 と付表 5-(2)が必要です。 

簡易課税の場合、原則課税の付表１にあたる「旧・新税率別、消費税額計算表」は、付表 4 に

記載します。 

集計方法・記載方法は同様で、旧税(3%)と新税(5%のうち国税分の 4%)を分けて集計し、記載

します。 

また、付表 5-(2)には、旧税を含まない場合に出力する「付表 5(前述)」に旧税分(3%)を分けて

記載できるレイアウトになっており、集計や記載方法は同様です。 

【付表 5-(2)】 

 

付表 1 の①から転記 

付表 1 の②から転記

付表 1 の③から転記

付表 1 の④から転記

付表 1 の⑤から転記

付表 1 の⑥から転記

付表 1 の⑦から転記

付表 1 の⑧から転記

付表 1 の⑨から転記

付表 2-(2)から転記

付表 2-(2)から転記
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２．消費税の還付申告について 

設備投資や、仕入にかかる消費税額が大きく、売上にかかる消費税を上回る場合、還付申告

することで、多く仮り払いしていた消費税分の返却を申請することができます。 

この還付申告については、消費税申告書と付表（原則は付表２、簡易は付表５）に加え、「消費

税の還付申告に関する明細書」を提出する必要があります。 
 

「消費税の還付申告に関する明細書」を作成する場合は、[消費税管理資料]-[申告用資

料]-[書面申告]メニューで、以下の内容を入力します。 

 

【消費税の還付申告に関する明細書（１／２）】 
 

  

 

 
 

 [書面申告] メニュー 

【還付申告に関する明細書（１/8）】画面で、 
「還付となった主な理由」を入力します。 

 

【還付申告に関する明細書（３/8）】画面で、 
「２．課税売上げ等に係る事項」の 
「(2)主な輸出取引等の明細」を入力します。 

 

【還付申告に関する明細書（２/8）】画面で、 
「２．課税売上げ等に係る事項」の 
「(1)主な課税資産の譲渡等」を入力します。 

○課税売上げ等に係る事項 

○還付申告となった理由 



 
20/22

【消費税の還付申告に関する明細書（２／２）】 

 

 

 

『「仕入金額等の明細」の入力内容』 

   

 

○課税仕入れに係る事項 

 

 

【還付申告に関する明細書（５/8）】画面で、 
「３．課税仕入れに係る事項」の 
「(1)仕入金額等の明細」を入力します。 

  以下、『「仕入金額等の明細」の入力内容』参照 

1,000 円未満の金額は、
切り捨てて、千円単位で
入力します。 

項目名 入力内容 

イ 決算額 

 
● [科目別課税対象額集計表]メニュー、[合計残高試算表]メニューの、 

該当区分の科目の税抜金額または税込金額の合計額を入力します。 

製造原価に含まれる課税仕入については、「商品仕入高等」に入力します。 

● 別途、保税地域から引き取った課税貨物の金額は、当項目「イ 決算額」に 

含めて入力するとともに、「ロ イのうち課税仕入れにならないもの」欄に 

入力します。 

ロ イのうち 

課税仕入れに 

ならないもの 

「イ」のうち、非課税・免税・不課税仕入れなど、課税仕入れではない金額を 

入力します。 

イ 資産の 

取得価額 

 
● [科目別課税対象額集計表]メニュー、[合計残高試算表]メニューの資産科目の 

うち、該当区分の科目の税抜金額または税込金額の合計額を入力します。 

棚卸資産、有価証券及び金銭債権等の入力は不要です。 
● 別途、保税地域から引き取った課税貨物の金額は、当項目「イ 決算額」に 

含めて入力するとともに、「ロ イのうち課税仕入れにならないもの」欄に 

入力します。 
 
ロ イのうち 

課税仕入れに 

ならないもの 

「イ」のうち、非課税・免税・不課税仕入れなど、課税仕入れではない金額を 

入力します。 

課税仕入れ等の

税額の合計額 
（⑤+⑨の金額に 

対する消費税額）

● (損益科目の小計[５]＋資産科目の小計[９])に対する消費税(国税 ４％分）を 

入力します。 

● 別途、保税地域からの引取りに係る課税貨物につき課税された消費税が 

ある場合は、その消費税の合計額も含めます。 
※基本的に入力する金額は、付表２(付表２－２)の「課税仕入等の税額の合計額 [12]」と一致します。

 

 E  

 D  

 C  

 Ａ  

 Ｂ  
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○課税仕入れに係る事項 

【還付申告に関する明細書（８/8）】画面で、 
「４．当課税期間中の特殊事情」を入力します。 

 

【還付申告に関する明細書（６/8）】画面で、 
「３．課税仕入れに係る事項」の 
「(2)主な棚卸資産・原材料等の取得」を入力 
します。  

○当課税期間中の特殊事項 

【還付申告に関する明細書（７/8）】画面で、 
「３．課税仕入れに係る事項」の 
「(2)主な固定資産等の取得」を入力します。  
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３．消費税の中間申告について 

勘定奉行で消費税の中間申告を行う場合、以下の 2 通りの申告方法があります。 

１） 前年実績に基づいて、中間申告する場合 

 

【前年実績に基づく中間申告書】 

 

【中間申告書[前年実績]】 

 

通常は、こちらを選択しての申告となります。 

前年実績に基づく中間申告書の内容は、申告区分を「中間申告書[前年実績]」を選択す

ることで表示される「中間申告書[前年実績]」にある、それぞれの項目に記載内容を入力

します。 

必要事項を入力すると、納付すべき消費税額、および地方消費税額を自動的に計算しま

す。 

 

２） 仮決算で、中間申告する場合 

こちらを選択するのは、「還付申告」を行う場合など、前年度に確定した消費税に比べて

今年度の消費税額が明らかに異なる額であると分かっている場合に使用します。 

なぜなら、通常中間申告は、前年度の確定消費税に基づいて、今年度の申告回数やそ

の金額が決められるからです。 

この場合は、今年度の実データより中間申告書を作成します。 

 

 [書面申告] メニュー 




